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企業年金概論
日本大学講義資料

Ｈ17.2.28 ～ 3.10

　　　　　　　　　　

吉原健二
無断複写（コピー）・複製・転載を禁じます
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当会吉原健二顧問は平成17年2月28～3月10日の
間、日本大学大学院総合基礎科学研究科において
特別集中講義「企業年金概論」をおこなった。本文
は、その講義資料であり、会員教育のために吉原
顧問および日本大学黒田耕嗣教授の承諾を得て
掲載するものである。

　 なお、無断複写（コピー）・複製・転載を禁ずる。

　　　　　　 日本年金数理人会　調査研究委員会

　 　　　　　　　　　　　　　大学院教育推進特別委員会
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年金制度体系図

国 民 年 金 （基礎年金）
7,046万人

自営業者等 第２号被保険者の
被扶養配偶者

民間サラリーマン
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公務員等

第１号被保険者 第３号被保険者 第２号被保険者

2,237万人 1,124万人 3,214万人 471万人
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企業年金制度の種類

厚生年金基金 
（厚生年金保険法） 

昭和 41 年に厚生年金保険法に基づいてできた制度で、厚生年金の報酬比例部分の

一部を国に代わって支給するとともに、企業等の実情に応じた独自の上乗せ給付

を行う。企業が、企業とは別に法人格をもった基金を設立し、基金が掛金の決定・

徴収、加入員及び受給権者の記録管理、給付の裁定・支払を行う。 

確定給付 
    企業年金 
（確定給付企業年金法） 

平成 13 年に制定された確定給付企業年金法により労使が協議して規約を定め、受

給権保護等を図る観点から、積立基準・受託者責任・情報開示等について統一的

な枠組みを設け、創設された代行制度の無い確定給付型の企業年金で、「規約型」

および「基金型」の 2つに大別される。 

確定拠出年金 
（確定拠出年金法） 

公的年金に上乗せされる部分における新たな選択肢として、拠出された掛金が個

人ごとに明確に区分され、掛金と個人の運用指図による運用利益との合計額をも

とに給付額が決定される年金制度としての仕組みを設けたもの。企業の従業員が

加入する「企業型」と企業年金がない企業従業員や自営業者等が加入する「個人

型」がある。 

適格退職年金 
（法人税法） 

企業と信託銀行、生命保険会社等との間で締結される退職年金に関する信託契約

または生命保険契約等のうち、その契約内容が法人税法施行令の定める一定の要

件を満たしていると国税庁長官が承認したもの。（平成 24 年 3 月までに廃止） 
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企業年金の再編

平成12年度まで 平成13年度から

厚生年金基金

ピーク時 1,883基金

（Ｈ8） 1,225万人

税制適格年金

ピーク時 92,467件

（Ｈ5） 1,060万人

移行

（解散）

（代行返上）

将来分 812基金

過去分 587基金

厚生年金基金

997基金 加入者数約660万人

確定給付企業年金（基金型）

471件 加入者数約305万人

確定給付企業年金（規約型）

452件

税制適格年金（H24.3廃止）

約6万件 加入者数約770万人

確定拠出年金（個人型）
第2号加入者数 約 2.2万人

登録事業所数 約 1.9万

（第1号加入者数 約1.9万人）

確定拠出年金（企業型）

約1,100件 加入者数約112万人

確
定
給
付
型
企
業
年
金

確
定
拠
出
型
年
金

確定給付企業年金法施行 H14. 4

確定拠出年金法施行 H13.10

厚生年金基金の代行返上 H14. 4

５
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＜企業年金制度の年度別推移状況＞

適 格 退 職 年 金 厚 生 年 金 基 金 
年 

（3月末） 
契約数 

加入者数 

（千人） 

資産 

（10 億円） 
基金数 

加入員数 

（千人） 

資産 

（10 億円） 

資産合計 

（10 億円） 

1963 161 40 ― ―  

1968 34,737 2,350 78 305 1,276 15 93

1973 60,244 4,000 481 853 4,968 486 967

1978 57,001 4,900 1,633 945 5,440 2,536 4,168

1983 64,008 6,493 4,456 1,025 6,344 7,485 11,941

1988 74,423 8,206 9,432 1,194 7,645 17,161 26,593

1993 92,082 10,402 15,035 1,735 11,571 32,053 47,088

1994 92,467 10,594 16,072 1,804 11,919 35,416 51,488

1995 92,355 10,751 16,961 1,842 12,051 38,426 55,387

1996 91,465 10,776 17,801 1,878 12,130 41,775 59,576

1997 90,239 10,626 18,466 1,883 12,096 44,959 63,425

1998 88,312 10,432 19,154 1,874 12,254 48,695 67,849

1999 85,047 10,297 20,008 1,858 12,002 51,284 71,292

2000 81,605 10,011 21,227 1,835 11,692 55,486 76,713

2001 77,555 9,656 22,358 1,801 11,396 58,017 80,374
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わが国の企業年金制度の沿革

○ わが国の企業年金は大正から昭和のはじめに、企業の長期勤続者に対する功労報償あるいは

賃金の後払いとしてでき、戦後急速に普及した退職金制度が源である。昭和37年、その退職金負担
を少しでも軽減したい企業の要望を受けて、それに税制上の恩典優遇を与えるねらいから税制適格

年金制度ができた。

明治の終り 鐘紡に共済組合ができる

大正に入って 企業に退職金制度が普及しはじめる

昭和１１年 退職積立金及び退職手当法が制定される

昭和１９年 退職積立金退職手当法廃止（厚生年金保険法に統合）

昭和２０年代 多くの企業で退職金制度が復活、普及する

松坂屋（S24）、十条製紙（S27）、三菱電機（S27）などで自社年金を創設

昭和２７年 退職給与引当金制度が創設され、税制面で優遇される
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昭和３０年代 企業は退職金制度が重荷になりはじめ、一部企業は一時金を年金化し、負

担の平準化を図ろうとする

昭和３７年 税制適格年金制度が創設され、信託銀行や生保等と契約し、年金原資を社

外に積立てるなど一定の条件を満たしている年金制度については、掛金を

損金扱いにするなど法人税上の優遇措置を与える。しかし実際には一時金

として受取る者が多かった。
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わが国の主な企業年金制度としては、厚生年金基金制度と税制適格年金制度がある。

厚生年金基金制度は、公法人である厚生年金基金が老齢厚生年金（厚生年金の報酬比例部分）のうち

スライド・再評価を除いた部分を国に代わって支給し、それに各基金が独自のプラス・アルファ分を上

乗せして給付するものであり、厚生年金保険法の改正により、1966年（昭和41年）に発足した。

税制適格年金制度は、年金原資を信託銀行、生命保険会社等との契約により社外に積み立てるなど、

法人税法上の一定の要件を満たす場合に、国税庁長官の承認を受け、税制上優遇措置が与えられるもの

であり、法人税法の改正により、1962年（昭和37年）に発足した。

 厚生年金基金制度 税制適格年金制度 
根拠法 厚生年金保険法 法人税法 
創  設 1966年（昭和 41年） 1962年（昭和 37年） 
設  立  厚生大臣の認可を受けて基金を創設 契約について国税庁長官の承認 
運営者 厚生年金基金 事業主 
要  件 
①人数要件 

 
 
  ②給付水準 
  ③受給期間 
 
 
 
  ④年金受給資格 
 
 
  ⑤選択一時金と
の関係 

 

 
・単独設立   500人以上 
・連合設立   800人以上 
・総合設立 3,000人以上 
・代行部分相当額の 3割以上の加算給付 
・終身年金 
・年金の一部を確定年金とすることは可能

ただし、独自の上乗せ部分の年金現価の 2
分の 1以下 
・加入期間 20年以上は年金を支給 
・基本部分は 1ヶ月以上 
 
選択一時金は、加算部分の年金現価の 9割
と保証期間部分の年金現価のいずれか小

さい方を限度 

 
・信託契約の場合      100人以上 
・生命保険契約の場合   15人以上 
 
 
・5年以上 
・全額有期年金も可能 
 
 
・加入期間 20年未満かつ 45歳未満の者へ
の年金支給は不可 
・年金又は満 60歳以上の退職者に支給 

・年金現価の 8割以上 
 

通算制度 ・中途脱退者及び解散基金加入員の年金原

資を厚生年金基金連合会に移管して通算 なし 

支払保証制度 ・厚生年金基金連合会において、全基金参

加の共済事業として実施 
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  （参考） 
適格退職年金 

特例適格退職年金 

根  拠  法 法人税法（昭和 37年創設） 租税特別措置法（平成 5年創設） 

制度の概要 税法上定められた適格要件を備えた退職年金制度 税法上定められた適格要件を備えた退職年金制度 

設      立 信託契約・生命保険契約等について国税庁長官の承認 信託契約・生命保険契約等について国税庁長官の承認 

運 営 主 体 事業主 事業主 

人 数 要 件 なし 
・500人未満の単独契約 
・800人未満の結合契約で、かつ 
  1企業 500人未満 

受給資格期間 特になし 年金給付の受給資格期間は 20年を超えてはならない 

給 付 水 準 特になし 厚生年金の代行部分の 1割以上の給付 

支 給 期 間 5年以上 原則として終身年金 

老
齢
給
付 

選択一時金 年金現価の全部又は一部について、一時金選択可能 保障期間部分の年金現価を限度として一時金選択可能 

脱退一時金 特になし 特になし 
障害・遺族給付 なし なし 

掛 金 負 担 事業主負担を原則とし、加入者も任意で拠出可能。加

入者負担割合は 50％相当額を超えることはできない 50％相当額を超えることはできない 

財政再計算 少なくとも 5年ごとに実施 少なくとも 5年ごとに実施 財
政
検
証 積 立 基 準 特になし 特になし 

受託者責任 特になし 特になし 
自 家 運 用 不可 不可 
情 報 開 示 特になし 特になし 
支払保証制度 なし なし 
通 算 制 度 なし なし 

事 業 主 全額損金算入 全額損金算入 拠
出
時 加 入 者 生命保険料控除（年 5万円限度） 生命保険料控除（年 5万円限度） 

運 用 時 
加入者拠出分を除いた部分について 1.173％（国税 1％、
地方税 0.173％）の特別法人税が課税 
※平成 16年度まで凍結 

代行相当分の 1.84倍に相当する水準を越える部分につ
いて 1.173％（国税 1％、地方税 0.173％）の特別法人
税が課税 
※平成 16年度まで凍結 

年  金 加入者拠出分を除き雑所得課税 
（公的年金等控除） 

加入者拠出分を除き雑所得課税 
（公的年金等控除） 

税
法
上
の
取
扱
い 

給

付

時 一時金 加入者拠出分を除き退職所得課税 加入者拠出分を除き退職所得課税 
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＜適格退職年金契約のしくみ＞

企 業

事業主

年金規約

事業主

受給権者

退職

請

求

裁

定

年金信託契約

年金保険契約

年金共済契約

掛金・保険料の拠出

支払指図

給 付

年 金

一時金

受託機関

全
国
共
済
農
業
協
同
組
合
連
合
会

生

命

保

険

会

社

信

託

会

社

国

税

庁

届出

承認・取消
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適格退職年金の概況

＜契約件数・加入者数の状況＞

期  中 

年  度 
年度始 

契約件数 新規契約 解  約 
その他 

増減 

年 度 末 

契約件数 
加入者数 

平成５年 92,082 3,399 2,875 ▲ 139 92,467     （385） 10,594,422

６年 92,467 3,303 3,187 ▲ 228 92,355  （▲ 112） 10,750,536

７年 92,355 2,510 3,205 ▲ 195 91,465  （▲ 890） 10,775,763

８年 91,465 1,926 3,143 ▲ 9 90,239（▲ 1,226） 10,625,745

９年 90,239 2,021 3,600 ▲ 348 88,312（▲ 1,927） 10,431,595

１０年 88,312 1,344 4,452 ▲ 157 85,047（▲ 3,265） 10,297,120

１１年 85,047 1,039 4,565 84 81,605（▲ 3,442） 10,010,511

１２年 80,850 1,086 4,339 8 77,555（▲ 3,295） 9,656,029

１３年 78,148 877 5,229 ▲ 214 73,582（▲ 4,566） 9,166,791

１４年 73,582 411 7,118 ▲ 134 66,741（▲ 6,841） 8,586,020

１５年 66,741 240 7,689 ▲ 129 59,163（▲ 7,578） 7,778,873

 
注１ （ ）内の数値は、対年度始の増減である。
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＜契約件数・加入者数の推移＞

92,467 92,355 91,465 90,239 88,312
85,047

81,605
77,555

73,582

66,741

59,163

10,594 10,751 10,776 10,626 10,432 10,297
10,011

9,656

9,167

8,586

7,779

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

契約件数

加入員数

（千人）

（件）
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＜年金資産額の推移＞

66,811 68,492 71,047 75,379 82,608 94,486
108,677

122,296 128,530 123,912 118,107

92,528 99,637 105,371 107,587
107,142

103,669
101,512

98,930 95,458
87,839

86,160
1,375

1,476
1,591

1,696
1,793

1,921
2,080

2,357 2,606
2,720

2,919

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

信託 生保 全共連

207,187214,472
226,594223,584

212,269
200,076

191,543
184,662178,009

169,606
160,715

（注） 簿価基準である
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○ わが国における企業年金のもう一つの流れが公的年金である厚生年金との負担の調整手段

として創設されたのが厚生年金基金制度である。

民間労働者を対象とした公的年金制度として昭和１６年に厚生年金保険制度（当初は労働

者年金保険制度といった ）ができた。制度創設当初からこれと企業の退職金制度との役割、

負担の調整が問題となり、月額１万円年金の実現を目的とした昭和４０年の厚生年金保険法

の改正の際、厚生年金という給付の一部を代行するとともに、企業独自の年金もあわせて行

なうというわが国独特のかたちの企業年金として次のような厚生年金基金制度が創設された。

① 厚生年金基金は厚生年金の適用を受ける企業（事業主）及び従業員（被保険者）で組織

される特別法人とし、1,000人以上の被保険者を使用する事業主が、単独又は共同で被保

険者の2分1以上と、それで組織する労働組合の同意を得て規約をつくり、厚生労働大臣の

認可を受けて設立する。

② 厚生年金基金は厚生年金の給付のうち、老齢年金の報酬比例部分を代行するとともに、

これを一定以上上回る +α の企業独自の給付を行なう。

③ 厚生年金基金は基金の行なう事業に要する費用にあてるため、事業主及び被保険者から

掛金を徴収する。
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④ 国は事業主及び被保険者が厚生年金に納付すべき保険料の一部を免除する。

男子 55／1000    → 31／1000
女子 39／1000    → 19／1000

⑤ 基金の財政方式は、将来の給付に必要な資金を事前に積立てる事前積立方式とする。

⑥ 基金は信託会社又は生命保険会社と年金給付に関し、信託契約及び保険契約を締結し、積立金

の運用を委託する。

⑦ 厚生年金基金連合会を設立し、全ての基金がこれに加入する。
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設立の形態

制 度 内 容

設立時加入員規模500人以上（平成17年4月以降に設立する基金については、1,000人以上）

一つの企業（公益法人等営利を目的としない法人を含む）が単独で設立するもの。この場合原則として、

その企業に属している全ての適用事業所を含めて一つの基金を設立することとなる。

企 業
基金

設立時加入員規模800人以上（平成17年4月以降に設立する基金については、1,000人以上）

企業グループなど、企業相互間に有機的連携性がある場合に、共同で設立するもの。

親会社

子会社 子会社 子会社

基金

設立時加入員規模3,000人以上（平成17年4月以降に設立する基金については、5,000人以上）

基金を設立しようとする企業に対し強力な指導統制力を有する組織母体または当該企業で構成されて

いる健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険組合を中心に、共同で設立するもの。

なお、上記組織母体または健康保険組合の運営状況が健全かつ良好であることが求められる。

組織母体

企 業 企 業 企 業 企 業

単独設立

連合設立

総合設立
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給付の型

制 度 内 容

年金給付及び掛金の算定基礎となる標準給与について、政府管掌における標準報酬に準じた

給与の範囲、等級区分、決定及び改定方法用い、また給付の算定についても、政府管掌と同様

の方式（全加入員期間平均標準給与×一定定率×加入員期間）を用いて設計する型。

政府管掌と同質の体系により設計されているため、いわゆる代行的機能が強くあらわれ、かつ

公的年金としての性格も濃厚である。給付計画は画一的でわかり易く、事務処理面でも簡便で

あるという反面、公的年金としての性格が強くあらわれるため、企業側からすれば、企業年金制

度または退職一時金制度との調整を企図するには設計上種々の困難を伴う場合がある。

老齢厚生年金 代行部分

上乗せ部分
老齢厚生年金と

同様の制度設計

【厚生年金保険 】 【 厚生年金基金 】

代 行 型
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内 容制 度

給付内容を基本部分と加算部分に分け、基本部分は代行型と同様政府管掌と同質の体系（基準

給与・算定方式等）により設計し、加算部分については基金独自の考え方により設計する型。

基本部分において公的年金として要請をすでに満たしているため、加算部分においては比較的

弾力的な制度設計が可能であり、給付設計の多様化に対応できる仕組みとなっている。そのため

既存の企業年金制度や退職一時金制度との調整が容易であり、基金の年金給付として望まれる

手厚い給付設計が可能となり、加入員の老後所得保障をより充実させることが出来るというメリッ

トがある。このため、現在は新しく設立される基金の全てが加算型で認可され、また、既存の代行

型の基金が加算型へ移行する傾向も多くみられる。

老齢厚生年金

上乗せ部分

代行部分

独自の給付設計

給与比例、ポイント制

ＣＢプラン、ｅｔｃ

【 厚生年金保険 】 【 厚生年金基金 】

加算部分

基本部分

加 算 型
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＜基金に加入していない者＞ ＜基金に加入している者＞ ＜厚生年金基金加入員の

平均的給付＞

加算部分

（基金独自の年金）

・定額・給与比例
・キャッシュバランスプラン
・ポイント制 等

基本部分

（代行部分+上乗せ部分）

平均標準報酬額

×（5.481+α）／1000
×被保険者期間

老齢厚生年金

（報酬比例部分）

平均標準報酬額

×5.481／1000
×被保険者期間

（国
へ
納
付
）

保険料率

13.58％

免除保険料率

2.4～3.0％

保険料率

10.58～
11.18％

（
基
金
へ
納
付
）

（国
へ
納
付
）

上乗せ部分

4.0万円

代行部分

3.2万円

基礎年金 +
スライド・再評価

部分

15.0万円

基
金
加
入
者
の
厚
生
年
金
保
険
の

平
均
年
金
月
額
（
基
礎
年
金
含
む
）

代行

プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ
部
分

基
金
か
ら
給
付

老齢厚生年金

（再評価・スライド部分）

老齢厚生年金

（再評価・スライド部分）

老齢基礎年金

（国民年金）

老齢基礎年金

（国民年金）

は国から支給される部分

及び は基金から支給される部分
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○ 厚生年金基金制度は、昭和４０年、５０年代から平成のはじめまで、経済の追い風を受けて予

想をはるかに超える発展を遂げた。

昭和４８年 ・厚生年金に賃金、物価スライド制が導入されたが、基金の代行部分は厚生

年金の賃金、物価スライド以外の部分を報酬比例部分とする

・基金は予定利率５.５％をはるかに上回る利差益を財源として、福祉施設を
実施できるようになり、年金給付と並んで基金事業の柱と言われるようにな

った。

代行部分 ７.３％を超える部分
+α部分 ６.２％を超える部分

昭和４９年 ・免除料率（男子） 24／1000   → 28／1000 （本体 76／1000）
昭和５１年 ・ 免除料率（男子） 28／1000   → 30／1000 （本体 91／1000）

昭和５５年 ・ 免除料率（男子） 30／1000   → 32／1000 （本体106／1000）
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昭和４０年代、５０年代における基金の推移

 
Ｓ４１ Ｓ４５ Ｓ５０ Ｓ５５ Ｓ６０ 

基 金 数 １４２ ７１３ ９２９ ９９１ １０９１ 

加入員数（万人） ５０ ３９１ ５３４ ５９６ ７０５ 

年金資産（兆円）  １.３ ４.５ １１.６ 

信    託（兆円）  １.０ ３.４ ８.０ 

保    険（兆円）  ０.３ １.１ ３.６ 

資産増加率 毎年 １５％ ～ ２０％ 

利  回  り 毎年   ８％  ～  ９％ 
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昭和６０年 ・基金設立基準の緩和

単独 1,000人→ 700人（当面800人）

昭和６３年 ・基金設立基準の緩和

単独 700人→ 500人

・年金給付の努力目標水準（代行給付の2.7倍）の設定
この水準まで特別法人税非課税

・中途脱退者に対する通算制度

・年金数理人制度の創設と年金数理の適正化

・厚生年金基金連合会による支払保証事業の創設（Ｈ元年実施）

・厚生年金基金連合会による小規模基金の事務の共同処理事業

（Ｈ元年実施）
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基金数の推移

178
371 396 396 405

543 561 547 536 506 484
370

279
103

291
329 368

455

624
673 657 636

605 562

413

305

24

191
220

261

334

568

640 631 629
626

610

574

569

0

500

1,000

1,500

2,000

昭和42 47 52 57 62 平成4 9 11 12 13 14 15 16

（基金数）

（年度末）

総合

連合

単独

1,153

1,357

1,656
1,737

1,801
1,8351,874

1,735

1,194

1,025
945

853

305

合計

(注）各年度の第4四半期業務報告書による
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加入員数の推移

801

3,491
3 ,962

4 ,622
5 ,578

8 ,273
8 ,868 8 ,503 8 ,298 7 ,942 7 ,590

6 ,001

475

1 ,476
1 ,477

1 ,722

2 ,067

3 ,298

3 ,386
3 ,189

3 ,097
2 ,930

2 ,795

2 ,351

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

昭和42 47 52 57 62 平成4 9 11 12 13 14 15

（年度末）

（千人）

男子

女子

合計8,351

10,386
10,871

11,396
11,692

12,254

11,571

7,645

6,344

5,440
4,968

1,276

（注）各年度の第4四半期業務報告書による
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厚生年金基金の運用利回りの推移

10.27

13 .09

0 .74

16 .17

3 .65

-12 .46

-4 .16

-9 .83

2 .56

5 .65
5 .215 .21

1 .98

3 .39

3 .73

5 .89

9 .75
9 .078 .54

9 .208 .95

8 .88

8 .728 .39

8 .99

9 .51

9 .57

9 .58

9 .22

9 .02

9 .25
7 .91

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

S47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 Ｈ元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

（年度）

（％）

（注）Ｓ47年からＳ61年までは簿価評価、Ｓ62年以降は時価評価
（注）Ｈ15年については、厚生年金基金等資産運用実態調査結果の速報値（厚基連調査）
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平成年表

平成  元年（1989） ・昭和天皇崩御・平成元年・消費税導入・株価ピーク 38,915円 

平成  ２年（1990） ・東西ドイツ統合・ソビエト連邦崩壊・冷戦終結・株価暴落 38,000円 → 23,000円 

平成  ３年（1991） ・バブル経済崩壊・企業収益悪化・平成不況・銀行、証券会社不祥事 
（株価操作、大口損失補填） 

平成  ４年（1992） ・株価 17,000円割れ・公定歩合 4.5％ → 3.75％ 

平成  ５年（1993） ・自社 55年体制崩壊 → 非自民連立細川政権 ・不況深刻化・金融制度改革法施行 

平成  ６年（1994） ・自社さ 連立村山内閣で自民政権に復帰  ・景気が少し回復のきざし 

平成  ７年（1995） 
・阪神淡路大震災・地下鉄サリン事件・史上最高の円高 79円・公定歩合史上最低 0.5％ 
・預金金利最低 0.1％ ・大和銀行ニューヨーク支店不正取引 
・信用組合、住専等金融機関の不良債権問題 

平成  ８年（1996） ・自民単独橋本政権復活・社会党分裂 → 社民党   ・民主党発足、 
・金融改革 6法の制定  ・ペルー日本大使館人質事件 

平成  ９年（1997） 
・消費税率引上げ・財政構造改革法成立・中央省庁改革基本法成立 
・金融機関の経営破綻（拓銀、山一証券、三洋証券、日産生命） 
・不祥事（一勧、四大証券） 

平成１０年（1998） 

・景気が悪化 → 株価 12,000円割る、円高 116円 
・参院選で自民党大敗、橋本内閣 → 小渕内閣  ・財政法凍結 
・金融機関（日債銀、長銀国有化）の経営破綻、公的資金導入、 
・大蔵省、日銀の不祥事（過剰接待）・金融安定化措置法・金融再生法・金融健全化法 
・金融監督庁発足 

平成１１年（1999） 
・景気が少し回復  ・自自公政権誕生   
・金融機関 4大グループに再編統合（東京三菱、みずほ、三井住友、UFJ） 
・ヨーロッパ単一通貨（ユーロ） 
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平成１２年（2000） 
・小渕内閣 → 森内閣  ・株価再び大幅下落 20,000円 → 13,000円 
・金融庁発足 ・生保経営破綻（第百、千代田、大正、協栄など）  
・大企業の不祥事（雪印、三菱自動車）  ・シドニーオリンピック 

平成１３年（2001） 
・森内閣 → 小泉内閣（改革なくして成長なし）・中央省庁再編 ・財投改革 
・景気悪化  株価 10,000円割れ、失業率 5.4％   ・KSD事件 
・アメリカで同時多発テロ（9.11） 

平成１４年（2002） ・経済デフレ深刻化  ・株価 8,000円台  ・外務省 鈴木宗男不祥事事件 
・日朝首脳会談で北朝鮮が日本人拉致を認める 

平成１５年（2003） ・景気に少し明るさ  ・株価 10,000円回復  ・衆院選（年金争点）で民主大躍進 
・イラクに自衛隊派遣 

平成１６年（2004） 
・年金改革法成立するも参院選で自民敗北、民主躍進 ・厚生省、社会保険庁信用失墜 
・三位一体改革 ・郵政民営化 ・新潟中越地震 ・インド洋大津波 ・猛暑 ・大型台風 
・アテネオリンピック 
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厚生年金基金制度の平成以降の歩み

平成元年（1989） ・ 運用機関の拡大について厚生、大蔵両者合意

・厚生年金基金連合会で中途脱退者の通算事業、支払保証事業及び小

規模基金の共同処理事業開始（4月）

・ 設立認可基準の緩和

単独 700人 → 500人 地域型総合基金

・日本年金数理人会の発足

平成 ２年（1990） ・ 運用規制の緩和

①運用に信託、生保に加えて、投資顧問業の参入

設立後８年経過し、厚生大臣が一定の条件を満たすものと認定

した基金の認定日以後のニューマネーについて、総資産の1／3
限度

②自家運用の解禁

資産規模が500億円以上で、一定の運用体制を整えていると厚
生大臣が認定した基金
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平成 ３年（1991） ・ 国民年金基金連合会設立 （地域型 47     職能型 3 ）

・ 設立認可基準の緩和

連合 1,000人 → 800人（一定の要件を満たす場合は500人）
地域型総合について特定区域内にある複数県内での設立可能

・外資系投資顧問の最低契約額 １０億円→５億円

平成 ４年（1992） ・ 厚生省 企業年金課→企業年金国民年金基金課

運用指導課設置

・総合基金の加算部分の分割及びグループ別区分の要件緩和

平成 ５年（1993） ・ 福祉施設の財源として年金運用の利差益ではなく、時価資産が責任準備
金を下回らない範囲内で別途積立金の一部利用を可能にする。

・ 外資系投資顧問業の最低契約額 １０億円→ １億円

・設立認可基準の緩和

一部事業所の加算非適用にすることを可能にする

・商店街等を母体とする地域型総合基金を認める

・特例適格年金制度の創設（特別法人税→非課税）
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平成 ６年（1994） ・ 生保一般勘定の保証利率 初の引下げ 5.5％→ 4.5％

・免除保険料率 全基金 3.2％→ 3.5％

・運用拡大、資産枠の拡大 1／3 → 1／2

・ 日本紡績業基金の解散→初の支払保証適用→訴訟

平成 ７年（1995） ・ 運用規制の緩和

①運用拡大部分の５ ： ３ ： ３ ： ２ 規制の撤廃

②運用拡大 基金設立８年以上→３年

③シェア変更 厚生大臣の認可→届出

平成 ８年（1996） ・ 免除保険料の複数化 3.2％～ 3.8％

・運用規制の緩和

①運用機関ごとの ５ ： ３ ： ３ ： ２ 規制の撤廃

②運用体制の整っている基金には５ ： ３ ： ３ ： ２ 規制の適用除外認可

③運用基本方針（長期の運用目標と望ましい資産構成）の策定義務化

・生保一般勘定の保証利率引下げ 4.5％→ 2.5％ 政令規定削除
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平成 ９年（1997） ・ 財政運営基準の見直し
①予定利率設定の弾力化（Ｈ9は4.0～6.5％の範囲内で基金が自由に設定）

②非継続基準による財政検証と資産回復計画の作成

（予定利率Ｈ9は4.75％）

③過去勤務債務の償却の弾力化（最短３年、定率、定額）

④資産の評価 簿価→時価又は数理的評価

⑤指定年金数理人制度の導入

⑥給付水準変更の弾力化（一定の範囲の下、労使の合意で引下げ可能に）

⑦掛金変更１年ルールの撤廃

・運用規制の緩和

①資産配分５ ： ３ ： ３ ： ２ 規制の完全撤廃

②資産の移受管、シェア変更時期、給付シェア規制の撤廃

・解散認可基準の明確化

・資産運用に携わる者の役割及び責任に関するガイドラインの策定
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平成１０年（1998） ・ 運用規制の緩和

①運用拡大基金設立３年要件の撤廃（設立後３年未満の基金でも総資産の

1／2以内で可能
②財投協力の廃止

・事業運営の簡素化

①予算及び業務委託契約の変更 認可制 → 届出制

②文書の保存年月の短縮化、磁気媒体による管理

③年金経理から業務経理への繰入の要件及び繰入限度額の緩和

・財政運営基準の緩和

①積立水準の回復計画における掛金の段階的引上げ

②積立水準の回復計画の実施の特例 （Ｈ17年度末の純資産額が最低責任準
備金の1.05倍を上回ることが見込まれる場合は見送り）

・ 政府→ 「規制緩和推進３ヵ年計画」で企業年金に関する包括的な基本法につい

てはＨ10年度、確定拠出型年金についてはＨ11年度に結論

・大蔵省企業会計審議会が「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」を

公表。 退職給付に係る負債を代行部分、プラスα部分を含め企業会計に計上

（Ｈ12.4.1から実施）
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平成１０年（1998） ・ 特別法人税の課税を２年間凍結

・退職給与引当金の限度額の引下げ 40％→ 20％

平成１１年（1999） ・ 免除保険料率及び最低責任準備金の凍結

・運用拡大部分と従来運用区分の撤廃

・資産の現物移換を認める

・特別法人税の課税を２年凍結

・生保一般勘定保証利率の引下げ 2.5％→ 1.75 ～ 1.50％

平成１２年（2000） ・ 自家運用の資産規制（500億円）の撤廃

・有価証券による掛金の拠出

・金銭信託について現物移管の解禁

・年金資産全体の一元管理（マスタートラスト）の解禁

・学識監事必置規制の廃止

・企業年金の受給権保護のための制度（責任義務、受託者責任など）の創設

案を発表

・退職給付に関する企業会計基準の導入－退職給付債務の財務諸表への

計上



 Yoshihara 35

平成１３年（2001） ・ 確定給付企業年金法制定

・確定拠出年金法制定（6月）、施行（10月）

・ 基金の代行返上と他の企業年金への移行を認める

・給付の種類に障害給付と遺族給付を追加

・積立金の上限額を超過した場合の掛金の減額又は停止

（コントリビューションホリディ）

・ 設立事業所が減少する場合の不足掛金の一括徴収

・基金解散時の不足金の一括徴収

・退職給与引当金制度の廃止決定

平成１４年（2002） ・ 確定給付企業年金法施行（4月）

・ 将来分の代行返上開始（4月）

・ 財政運営の弾力化（4月）
①継続基準における許容繰越不足金の緩和

②非継続基準における積立不足の回復計画の該当要件の延長（単年度

→過去3年）と回復計画期間の弾力化（7年以内→ 5～10年以内）

③非継続基準における回復計画の利率の設定と資産評価方法の見直し
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平成１４年（2002） ・ 給付設計の弾力化
①プラスα部分、代行部分の３割→ １割、キャッシュバランスプランの導入

②加算給付の分割、グループ区分の人数要件の廃止

③選択一時金基準の９０％ルール廃止

平成１５年（2003） ・ 代行割れ基金の解散、代行返上の要件を緩和して認める（組合員全員の同
意→ 3／4以上の同意、10年以内に積立水準の回復を条件）

・ 積立水準の回復計画の期間延長（7年→ 10年）と掛金の段階的引上げ

・代行返上（過去期間分）開始

・掛金の総報酬制

・確定給付年金における非継続基準の積立水準の回復方法の弾力化

平成１６年（2004） ・ 確定拠出年金の拠出限度額の引上げ
企業型 1.8万円→ 2.3万円 個人型 1.5万円→ 1.8万円

3.6万円→ 4.6万円

・確定拠出年金について、資産少額の場合の中途脱退要件を緩和

企業型から個人型に移行した者→ 50万円

・特別法人税 ３年間凍結を継続
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平成１７年（2005） ・ 免除保険料率の凍結解除（4月）
2.4％～3.0％→ 2.4％～5.0％ （平均 2.8％→平均 3.7～3.8％）

・ 予定利率を本体の運用利回りにあわせて3.2％に引下げ、財政中立化を図る

・解散の際の向こう３年間の特例措置

①解散時に積立金が最低責任準備金に満たなくても解散を認める

②納付額の計算の特例と原則５年以内の分割納付を認める

・財政健全指定基金制度の導入

３年連続して資産が最低責任準備金の９割を下回った基金を指名し、向こ

う５年間の健全化計画を策定させ、財政の健全化を図る（その目途がたた

ない基金は解散させる）

・ 設立認可基準の人数要件の強化

単独 500人→ 1,000人 総合 3,000人→ 5,000人
+ α部分１割→ ５割

・転職等に伴なう企業年金相互間の移動、資産の移管を容易にする
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平成の時代と基金の取り組み

１ 平成に入ると時代は一変し、政治も経済も極めて不安定、激動、混乱の時代となり、少子高

齢化が急ピッチで進んだ

○ 政治的には自社を中心とした５５年体制の崩壊→連立政権の時代

○ 経済的にはバブル崩壊、株価暴落、長い不況の時代（企業収益の低下、失業率の上昇）

○ 金融の分野では、かつて無いほとんどゼロに近い低金利、市場運用利回りの低迷。

金融機関の不良債権問題、経営破綻、金融の自由化、ビックバン、不祥事続出

○ 急ピッチで人口の少子高齢化が進み、平成８年に人口の高齢化率は15％（約2,000万人）

を超え、逆に生産年齢人口は減少を始めた。

○ 基金にとってはそれまでとは一転して財政が悪化し、制度存続の危機の時代になり、解

散基金や代行返上論が出始めた。新しい企業会計基準の導入がそれに拍車をかけた。

そのような中で基金が取り組んだ課題は次のようなことであった。
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２ 資産運用の拡大、規制緩和

○ 投資顧問会社の参加

○ ５ ： ３ ： ３ ： ２ 規制の撤廃

○ 自主運用（インハウス）

○ 従来運用と運用の拡大の区分撤廃

○ シェア変更の自由化、掛金シェアと給付シェアの分離

○ 資産の現物移管

○ 手数料の引下げ、合理化

３ 財政の健全化と受給権の保護

○ 単一免除保険料率の複数化

○ 支払保証事業の拡大

○ 予定利率設定の弾力化

○ 給付水準変更の弾力化

○ 資産評価の時価基準の導入

○ 非継続基準による財政検証－積立水準の確保

○ 指定数理人制度の導入

○ 特別法人税の課税凍結
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４ 基金の自主性、主体性、責任体制の確立

○ 運用執行理事の設置

○ 運用基本方針の策定

○ 受託者責任（忠実義務、注意義務）の自覚と遂行

○ 母体企業、加入者、受給者に対する説明と情報開示

○ 事業運営の規制緩和と事務の簡素・合理化

５ 企業年金２法の制定と基金代行返上

○ 確定拠出年金法の制定

○ 代行なし確定給付企業年金法の制定

○ 厚生年金基金の代行返上

○ 適年制度の廃止 （ 10年後 ）
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経済指標等 

(注) 実質 GDP は経済企画庁「国民経済計算」による。 
    公定歩合は年度末現在のもの。 
    国債流通利回りは指標銘柄の未値。 
    消費者物価指数は総務庁「消費者物価指数」による。 
    日経平均株価は年度末現在のもの。 

消費者物価指数 
年度 実質 GDP 
前年比(％) 

公定歩合 

(％) 

国 債 流 通

利回り(％) 95 年＝100 前年比(％)

日経平均株価

(円) 

1966 
1967 
1968 
1969 
1970 

11.0 
12.4 
12.0 
12.1 

8.2 

5.48 
6.21 
5.84 
6.25 
5.75 

 

26.6 
27.8 
29.1 
31.0 
32.8 

4.7 
4.2 
4.9 
6.4 
7.3 

1,455 
1,377 
1,841 
2,523 
2,403 

1971 
1972 
1973 
1974 
1975 

5.0 
9.1 
5.1 
－0.5 

4.0 

4.75 
4.25 
9.00 
9.00 
6.50 

 

34.7 
36.7 
42.4 
51.2 
56.6 

5.9 
5.7 

15.6 
20.9 
10.4 

3,187 
5,226 
4,473 
4,484 
4,596 

1976 
1977 
1978 
1979 
1980 

3.8 
4.5 
5.4 
5.1 
2.6 

6.00 
3.50 
3.50 
9.00 
6.25 

 
 

 
10.056 

7.850 

62.0 
66.2 
68.7 
72.0 
77.5 

9.5 
6.9 
3.8 
4.8 
7.6 

5,036 
5,447 
6,141 
6,556 
7,334 

1981 
1982 
1983 
1984 
1985 

3.0 
3.1 
2.5 
4.1 
4.1 

5.50 
5.50 
5.00 
5.00 
4.00 

7.750 
8.020 
7.165 
6.655 
4.550 

80.6 
82.7 
84.3 
86.1 
87.8 

4.0 
2.6 
1.9 
2.2 
1.9 

7,260 
8,478 

10,968 
12,590 
15,859 

1986 
1987 
1988 
1989 
1990 

3.1 
4.8 
6.0 
4.4 
5.5 

2.50 
2.50 
2.50 
4.25 
6.00 

4.125 
4.430 
5.180 
7.350 
6.610 

87.8 
88.2 
88.9 
91.4 
94.3 

0.0 
0.5 
0.8 
2.9 
3.3 

21,566 
26,260 
32,838 
29,980 
26,292 

1991 
1992 
1993 
1994 
1995 

2.9 
0.4 
0.5 
0.7 
2.4 

4.50 
2.50 
1.75 
1.75 
0.50 

5.320 
4.210 
3.900 
3.595 
3.110 

96.4 
98.5 
99.7 

100.1 
99.9 

2.8 
1.6 
1.2 
0.4 
－0.1 

19,345 
18,591 
19,111 
16,139 
21,406 

1996 3.0 0.50 2.265 100.3 0.4 18,003 
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免除保険料率の推移 

（％）

免除保険料率 政府に納める保険料率 
改定年月 

男子 女子 男子 女子 

1996年(昭和 41).10 2.4 2.0 5.5 3.9 

1969年(昭和 44).11 2.6 2.2 6.2 4.6 

1971年(昭和 46).11 2.6 2.2 6.4 4.8 

1973年(昭和 48).11 2.6 2.2 7.6 5.8 

1974年(昭和 49).11 2.8 2.4 7.6 5.8 

1976年(昭和 51). 8 3.0 2.6 9.1 7.3 

1980年(昭和 55).10

～ 

1984年(昭和 59). 6

3.2 2.9 10.6 8.9～9.3 
(1年に 0.1増加) 

1985年(昭和 60).10

～ 

1989年(平成元).10

3.2 3.0 12.4 11.3～11.9 
(1年に 0.15増加) 

1990年(平成 2). 1 3.2 3.0 14.3 13.8 

1991年(平成 3). 1 3.2 3.0 14.5 14.15 

1992年(平成 4). 1 3.2 3.0 14.5 14.3 

1993年(平成 5). 1 3.2 3.0 14.5 14.45 

1994年(平成 6). 1 3.2 (男子と同じ) 14.5 (男子と同じ) 

1994年(平成 6).11 3.5 〃 16.5 〃 

1996年(平成 8). 4 3.2～3.8 〃 16.5 〃 

1996年(平成 8).10 3.2～3.8 〃 17.35 〃 
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余剰・不足のあった基金数の推移

8796159

1,505

559

781
640

8859921,057
1,141

1,5691,6401,642

329

1,299

1 ,093
1,238

988
832

722
546

2,000

1,500

1,000

500

0

500

1,000

1,500

2,000

平成4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

（基金数）

（年度末）

（68%）
（59%）

（54%）
（47%）

（34%）
（42%）

（30%）

（82%）

（9%） （6%） （5%）

（32%）
（41%）

（46%）
（53%）

（66%）
（58%）

（70%）

（18%）

（91%） （94%） （95%）

余剰のあった基金数

不足のあった基金数

（注） 1.  各年度の決算報告書による

2.  平成8年までは簿価基準、平成9年以降は時価基準である

3.  当年度余剰金又は当年度不足金を処理した後のもので集計している。また、移行調整金残高は不足金に

含めて集計した
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解散基金数の推移

1 1
7 11

16 13

27

56 57 57

3
2

3

2

3

16

35

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

（基金数）

（年度末）

総合

単独

合計92

73

59

29

1618
14

711

（注）厚生労働省調べ
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年金受給者数の推移

1,198 1,332
1,493

1,652
1,824 1,971

2,128
2,292 2,432

2,565
2,303

356
394

455
501

547
595

631
677

725
755

712

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

（千人）

（年度末）

男子

女子

合計3,014

3,320
3,157

2,969

2,760

2,566

2,371
2,154

1,949

1,726
1,554

（注）各年度の第4四半期業務報告書による



 Yoshihara 46

年金資産額の推移

187,800 203,953
218,129 234,416

265,645 249,245 253,272
284,275

258,603 249,243 232,238

112,132
129,289

143,174
157,908

154,985
156,537 151,838

149,249

132,304
114,474

98,581

60,950
89,493

142,817

141,464
151,745

122,894

407

1,310

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

（億円）

（年度末）

信 託

生 保

投資顧問

自家運用
455,023

515,869
532,371

576,341

494,603
466,732

420,630
392,324

361,303
333,241

299,932

(注）1.  各年度の決算報告書による
2.  固定資産（運用機関に委託している資産）の額を計上している
3.  平成8年度までは簿価基準、平成9年以降は時価基準である
4.  平成8年までの信託資産には、投資顧問が含まれる
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資産構成割合の推移

20.1

23.2

21 .3

21 .3

21 .5

22.2

0 .1

0 .4

0 .7

1 .3

1 .6

2 .0

28 .2

25 .9

32 .0

34 .0

36 .5

28 .3

10 .3

11 .9

10 .2

10 .3

7 .4

8 .5

15 .1

16 .0

19.6

18 .1

18 .0

16.6

10 .5

14 .0

12 .1

11 .4

11 .1

17 .7
2 .2

1.4

1 .4

1.5

4 .3

5 .3

4 .4

10 .4

2.7

2 .2

2 .5

2 .5

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  100  

15年度

14年度

13年度

12年度

11年度

平成10年度

国内債券 転換社債 国内株式 外貨建債券 外貨建株式 一般勘定 その他 短期資金

（％）

（注） 1.  それぞれの資産構成割合は、調査対象基金（全基金）合計の年度末資産総額に対する比率である
2.  「その他」は不動産・貸付金等である
資料：厚生年金基金連合会『厚生年金基金資産運用実態調査』
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厚 生 年 金 基 金 

根  拠  法 厚生年金保険法（昭和４１年創設） 

制度の概要 企業が厚生年金基金という特別の公法人を設立し、国の厚生年金保険の一部を代行するとともに

企業の実情に応じて独自の上乗せ給付を行う制度 
設      立 厚生労働大臣の認可を受けて基金を設立 
運 営 主 体 厚生年金基金 
人 数 要 件 ・単独設立：1,000人以上  ・連合設立：1,000人以上   ・総合設立：5,000人以上 
受給資格期間 20年を超える加算適用加入員期間を支給要件としてはならない 
給 付 水 準 厚生年金の代行部分の 5割以上の上乗せ 
支 給 期 間 終身 

老 
齢 
給 
付 選 択 一 時 金 加算部分の年金給付のうち、保証期間部分の年金現価を限度として一時金選択可能 
脱退一時金 3年を超える加算適用加入員期間を支給要件としてはならない 
障害・遺族給付 任意で可能 

掛金負担 原則事業主と加入員で折半、ただし加入員の掛金が免除保険料の 2分の 1を下回らない範囲で事
業主の割合を増加できる 

財政再計算 5年ごと（新設基金は 3年後）に実施 財 
政 
検 
証 積 立 基 準 給付債務に見合った積立金の積立を義務づけ（継続基準、非継続基準） 

受託者責任 基金の理事等の受託者責任について、厚生年金保険法及びガイドラインにより規定 
自 家 運 用 可能 
情 報 開 示 基金は、業務の概況について加入員等に周知しなければならない 
支払保証制度 厚生年金基金連合会において、全基金参加の共済事業として実施 
通 算 制 度 厚生年金基金連合会による通算制度あり 
事 業 主 全額損金算入 拠

出

時 加 入 者 全額社会保険料控除 

運 用 時 代行相当分の 2.84倍に相当する水準を越える部分について 1.173％（国税 1％、地方税 0.173％）
の特別法人税が課税  ※平成 16年度まで凍結 

年  金 雑所得課税（公的年金等控除） 

税

法 
上

の

取

扱

い 

給

付

時 一時金 退職所得課税 
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企業年金の財政の仕組み

掛 金 + 運 用 収 入 ＝ 給 付

従業員数

賃金水準

勤務期間

予定加入率

予定残存率

予定昇給率

年金受給者数

給付水準

受給期間

予定死亡率（
基

礎

率

）

運用利回り

予定利率

掛金 給付資 産
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基礎率は、実際には決定した通りにはならず、時間とともに乖離し、財政上剰余又は不足が発生する。

これらは、次回財政計算又は変更計算において基礎率及び掛金の見直しが行われ、財政的に解消されるものであるが、

この基礎率の変動が掛金率に与える影響は以下のとおりである。

＜掛け金率に影響を及ぼす各種の要因＞

基  礎  率  変   動  掛金率への影響  
一般的影響  説     明  

予定利率  
  

予定利率を低く見込むと、利息収入を少なく見込むことになり、

掛金は上がる。  

予定死亡率  
  

死亡率を低く見込むと、年金の支給期間を長く見込むことにな

り、掛金率は上がる。  

予定脱退率  
  脱退率を低く見込むと､加入員期間が長くなるため年金の給付

額を多く見込むことになり、掛金率は上がる。ただし、年齢別の

影響が異なるため、必ずしもこのようになるとは限らない。  

予定昇給指数  
  

昇給指数の上昇を高く見込むと、給付額を多く見込むことにな

り、掛金率は上がる。  

予定新規  
加入員数  

  
掛金率の低い新規加入員を少なく見込むと全体の掛金率は上

がる。 

予定加入年齢  
  

加入年齢を高く見込むと、利息収入の見込みが少なくなり、掛金

率は上がる。  

年齢構成  
  

年齢構成が高くなると、利息収入を多く稼ぐ者が相対的に少なく

なるため、掛金率は上がる。  

定年年齢  
  

定年年齢が年金支給開始年齢に近くなればなるほど、掛金率

は上がる。  
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基礎率

基礎率とは、掛金率や責任準備金を算定する際、給付費や加入員等に関する将来予測または現価計算に用いられ

る前提であり、年金数理における最も重要な要素の一つである。厚生年金基金で用いる基礎率は次のように決定する

こととされている。

予 定  利  率 

保有資産の長期的期待収益率やリスクとの関係に留意し、掛金を負担する者の掛金増加への対応能力も考

慮に入れて決定する。但し、財政検証の基準日における下限予定利率（10 年国債の応募者利回りの 5 年平

均または 1 年平均のいずれか低い率）以上とする。 

予定死亡率 

厚生年金保険本体の被保険者・受給者の死亡率の実績に基づいて算定する。 

ア  加入員 

財政運営基準の別表 1 を使用する。但し、過去 3 年間の実績により業務上の事故率が著しく高いこと等が

実証された場合には、その実績および将来の見通しに基づいて一定率を乗じた率とすることも可能。 

イ  加入員であった者又はその遺族（障害給付金の受給権者を除く） 

  財政運営基準の別表 2 を使用する。但し、基金で定めた一定率（男子は 0.9～1.0、女子は 0.85～1.0）を乗じ

ることも可能。 

ウ   障害給付金の受給権者（加入員を除く） 

  財政運営基準の別表 2 を使用する。但し、基金で定めた一定率（1.0 以上）を乗じることも可能。 

予定脱退率 過去 3 年間以上の実績および将来の見通しに基づいて算定する。 

予定昇給指数 

（報  酬） 

勤続（加入）年数による賃金の上昇を充分見込んで算定する。また、必要に応じて、合理的な方法により将来

の賃金水準の変動を見込むことも可能。 

予定昇給指数 

（賞  与） 

勤続（加入）年数による賞与の上昇を充分見込んで算定する。また、必要に応じて、合理的な方法により将来

の賞与水準の変動を見込むことも可能。 

新規加入員 過去 3 年間以上の実績および将来の見通しに基づいて算定する。 

キャッシュバランス 

プランノ再評価に 

用いる指標利率 

①  定率 

②  国債の利回りその他の客観的な指標であって、合理的に予測することが可能なもの  

（消費者物価指数、賃金指数など） 

③  ①と②の組合せ 

④  ②又は③に上限又は下限を定めたもの       ※いずれの数値も０を下回らないこと。 

その他の基礎率 過去の実績および将来の見通しに基づいて算定する。 
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掛金の拠出、年金資産の運用、年金の支払いなど

（参考 ）積立を確保するための仕組み

○積立義務 年金給付が確実に行われるよう、積立を行わなければならない。

○長期計画の作成

○企業年金の運営

○毎年のチェック

○結 果 不足が生じている 順調に進んでいる

○対 策

会社の状況（従業員の採用 ・退職状況、給与の状況等 ）や資産

運用の見通しなどをもとに、少なくとも５年に一度、積立に関する

長期計画を作成する。 （ 財政再計算 ）

作成した長期計画どおりに

進んでいるか？

倒産などで、企業年金を今やめて

も、これまでの勤務期間に見合う年

金はきちんと支払えるか？

一定期間内に、掛金の引上げ等により不足を解消する。

毎年度末の決算でチェック
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企業年金の財政検証

（1） 継続基準

（2） 非継続基準

年金資産

年金資産

責任準備金

掛金収入現価

給付現価

（過去期間分+将来期間分）

将来の給付費

対比

対比
最低積立基準額

給付現価

（過去期間相当分）
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＜財政運営の流れ＞

設 立

決 算決 算

財政再計算財政再計算

基準に満た

ない場合

上限を超え

ている場合

変更計算変更計算

その他の事由

掛金の控除

給付変更
加入員数の

大幅な変動

財政検証

・継続基準

・非継続基準

・積立上限額
随時

５年毎（初回は３年）
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非継続基準によるバランスシート（平成14年度末）

純資産額

（時価）

45.6

プラスアルファ部分

36.4

代行部分

31.2

最低積立基準額 67.6

（単位 ：兆円）

（注）1.  平成14年度決算報告書による
2.  純資産額＝流動資産+固定資産－流動負債－支払備金－過剰積立金残高
3.  平成19年3月31日までの日を基準日とする財政検証においては、純資産額（時価）を最低積立基準額の100％では
なく、90％と比較する経過措置が適用される

4.  非継続基準の不足額＝ 67.6 × 0.9 － 45.6 ＝ 15.2
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積立水準の推移

1,547
1,279

1,397

783

446

171

325

579
437

1,018

1,290
1,485

2,000

1,500

1,000

500

0

500

1,000

1,500

2,000

平成9 10 11 12 13 14

（83%）

（69%）
（76%）

（43%）

（26%）

（10%）

（90%）
（74%）

（57%）

（24%）
（31%）

（17%）

純資産額が最低積立基準額の0.9倍
以上の基金数

純資産額が最低積立基準額の0.9倍
を下回った基金数

（基金数）

（年度末）

（注） 各年度の決算報告書による
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確定給付企業年金制度の概要

１ 確定給付企業年金制度のしくみ

確定給付企業年金制度は、確定給付企業年金法により平成１４年 （2000年）に創設

されたもので、厚生年金基金とともに確定給付型の企業年金の統一的な枠組みの中

にある。 なお、確定給付企業年金法は、少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社

会経済情勢の変化に鑑み、事業主が従業員と給付の内容を約束し、高齢期において

従業員がその内容に基づいた給付をうけることができるよ うにするため、確定給付企

業年金について必要な事項を定め、国民の高齢期における所得の確保に係る自主的

な努力を支援し、 もって公的年金の給付と相まって国民の生活と福祉の向上に寄与す

ることを目的として制定された。確定給付企業年金には「規約型」及び「基金型」の２通

りの運営方式がある。
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２ 確定給付企業年金法（平成13年法律第50号）の概要

Ⅰ 趣旨

今後の本格的な高齢社会の到来を控え、公的年金の土台としつつ、老後の備えに対する自主

的な努力を支援していくことが必要である。 このため、既に提案した確定拠出型の年金制度の創

設に加え、確定給付型の企業年金についても、受給権保護等を図る観点から、労使の自主性を

尊重しつつ、統一的な枠組みの下に必要な制度整備を行う。

Ⅱ 概要

○ 確定給付型の企業年金について、積立基準、受託者責任、情報開示等統一的な基準を定め、

これを満たすものについて承認を行い、あわせて税制措置の整備を行う。

○ 厚生年金基金については、厚生年金の代行を行わない他の企業年金制度への移行を認める

（規制緩和）。

○ 新規の適格退職年金契約は認めず、既存のものは一定の十分な経過措置（10年間）を設け、

他の企業年金制度等に移行する。
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Ⅲ 確定給付企業年金法

受給権保護等を図るため、新たに確定給付企業年金法を制定する。

１ 制度の枠組み

＜基本的な仕組み＞

規約型企業年金

労使が合意した年金規約に基づき、企業と信託会社 ・生命保険会社等が契約を結び、母

体企業の外で年金資金を管理・運用し、年金給付を行う企業年金

基金型企業年金 （企業年金基金 ）

母体企業とは別の法人格をもった基金を設立した上で、基金において年金資金を管理 ・

運用し、年金給付を行う企業年金 （厚生年金の代行は行なわない ）

① 制度の開始

○ 企業年金を実施しようとする企業は、労使の合意に基づき、制度の内容を規定した年金

規約を作成し、厚生労働大臣の承認 （基金型の場合は基金の設立認可 ） を受ける。また、

複数企業により、規約を定めることができるものとする。

○ 規約型の場合は、企業は、掛金の払込み及び積立金の管理などに関する契約を信託会

社 ・生命保険会社等と締結しなければならない。
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＜年金規約に規定する主な内容＞

○受給資格に関すること

○給付内容 ・方法に関すること

○掛金負担に関すること など

② 対象者 ・加入者資格

（1） 対象者
○厚生年金適用事業所の被保険者等を対象とする。

（2） 加入者資格
○年金規約において、加入者資格を定めることができる。

その場合、加入者資格は特定の者について不当に差別的なものであってはならない。

③ 給付

（1） 給付の内容及び支給要件

（老齢給付）

○加入者等の老齢を事由に、年金給付を行うものとする。

○年金給付は、支給開始年齢から少なくとも５年にわたって支給するものとする。

○支給開始年齢は、原則として、６０歳から６５歳の範囲で年金規約に定めるものとする。

○年金給付の受給資格期間は２０年を超えてはならない。

○本人の選択により、年金給付に代えて一時金を支給することができる。
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（脱退一時金）

○加入期間が３年以上の者については、年金給付が受けられない場合、脱退一時金を支

給するものとする。

（障害給付 ・遺族給付）

○加入者等が高度障害又は死亡した場合には、それぞれ障害給付又は遺族給付を行うこ

とができる。

（2） 給付の基準
○年金給付及び一時金の額は、定額又は給与及び加入期間その他合理的な基礎に基づ

いて算定されるものでなければならない。

○給付は、加入年数や給与等に照らし、特定の者について不当に差別的なものであっては

ならない。

④ 掛金

○事業主は、年金給付及び一時金たる給付に要する費用に充てるため、掛金を拠出しなけれ

ばならない。

○掛金は、事業主負担を原則とし、本人拠出については、年金規約で定める場合に、加入者

本人の同意を前提として可能とする。
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⑤ 資産運用

○年金資金の運用は、安全かつ効率的に行わなければならない。

○資産運用は、原則として、信託会社、生命保険会社、投資顧問業者等が行う。

○資金の管理運用の体制が整っていること等の条件のもとに、基金は自ら資産運用を行うこと

ができる。

⑥ 制度の終了

○制度は次の場合に終了（解散 ）する。

（1） 事業主と加入者等が、制度終了について一定の手続きを経て合意し、厚生労働大臣の
承認を得た場合

（2） 母体企業の破産等により継続不能となった場合

（3） 厚生労働大臣が規約の承認又は基金の設立許可を取り消した場合

○残余財産は加入者等に分配し、事業主への返還は認めない。
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２ 受給権保護

① 積立義務

（積立義務）

○事業主等は将来にわたって約束した給付ができるよう、年金資産の積立を行わなければな

らない。

（財政再計算及び財政検証）

○企業年金は、少なくとも５年に１度、将来にわたって年金財政の均衡が図られるよう財政再

計算を行う。

○企業年金は、各事業年度末決算において、①年金財政が予定通り推移しているかどうかや、

②仮に今、企業年金が終了した場合に、過去期間分の給付に見合う資産が確保されている

かどうかを検証する。

（積立不足の解消等）

○積立不足が生じた場合には、一定期間に不足が解消されるように掛金を拠出しなけばなら

ない。

○積立金に余剰が生じた場合には、財政運営の安定を図る観点から、制度内に留保するもの

とし、事業主への返還は行わない。

なお、積立金が、運用環境等の変化に備えて安全を見込んで設定する一定の限度を超えた

場合には、超過額に応じて、掛金を減額又は停止するもとする。
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（特例的措置）

○加入員数が一定以下の企業年金については、事務負担の軽減等の観点から、選択肢とし

て、財政再計算等のための簡易な基準を設定する。

② 受託者責任

○加入者等の受給権保護を図る観点から、事業主等企業年金の管理 ・運営に関わる者につ

いて、加入者等に対する忠実義務、分散投資義務などの責任を規定するとともに、利益相

反行為の禁止などの行為準則を明確化する。

③ 情報開示

○事業主等は、従業員に対し、年金規約の内容を周知しなければならない。

○事業主等は、掛金納付状況、資産運用状況、財務状況について加入者等への情報開示及

び厚生労働大臣への報告を行わなければならない。

３ 制度間の移行

① 確定給付型の制度間の移行

○規約型、基金型、厚生年金基金各制度間で、制度を移行し、年金資産を移換することができ

る。

○厚生年金基金から規約型、基金型へ移行する場合、代行部分については、一定の条件の下

に現物による返還を認める。

② 確定拠出年金制度への移行

○規約型、基金型の年金資産を個人ごとに分配し、確定拠出年金 （企業型 ）へ移換すること

ができる。
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４ その他

○支払保証制度等については引き続き検討。

Ⅳ 税制措置

○ 税制措置は次の通りとする。

・ 拠出時 ：事業主拠出は全額損金に算入する。本人拠出は生命保険料控除の対象とする。

・ 運用時 ：特別法人税を課税する。

（注）特別法人税は平成16年度（2004年度）まで凍結を延長する。

・ 給付時 ：課税 （ 年金の場合は公的年金等控除を適用し、一時金の場合は退職所得課税を適用

する。）

・ 企業年金が制度間の移行を行う場合に、年金資産を移換するときは、税制上の措置を継続する。

・ その他関連税制について、所要の措置を講じる。

Ⅴ 既存制度の取扱い

１ 適格退職年金の取扱い

○新規の適格退職年金契約は認めない。

○既存の適格退職年金については、一定の十分な経過期間 （ 10年 ） を設け、他の企業年金制度等
に移行するとともに必要な経過的措置を講じる。
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２ 厚生年金基金制度の見直し

○確定給付企業年金法の制定に伴い、厚生年金基金の受給権保護の規定等についても必要な

見直しを行う。

Ⅵ 施行期日

○平成１４年 （ 2002年 ） ４月１日
ただし、厚生年金基金からの移行については、平成１５年 （ 2003年 ） ９月１日から施行。
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４  基金型と規約型の比較  
 

 基金型  規約型  

制度の概要  

母体企業 とは別の法人格を持った企業年金

基金 を設 立 した上 で 、基 金 に おい て年 金 資

産を管理 ・運用 し、年金給付 を行 う  
（厚生年金の代行は行わない ）  

労 使が合 意 した年 金規 約 に 基づ き 、企 業 と

信 託会社 ・生 命 保険会社等が契約を結 び 、

母 体 企 業の 外 で年 金 資 産 を管 理 ・運 用 し 、

年金給付を行 う  
設        立  基金の設立について厚生労働大臣の認可  規約について厚生労働大臣の承認  
運  営  主  体  企業年金基金  事業主  
人  数  要  件  ３００人以上  なし  

年金受給資格  ２０年を超える加入者期間を受給資格要件としてはならない 。  
（適格退職年金から移行 した部分の給付については、従前の適格退職年金の要件でも可 ）  

給  付  水  準  

特になし  
（但 し、年金給付及び一時金の額は定額又は給与及び加入者期間その他合理的な基礎に

基づいて算定 され るものでな くてはならず 、また 、加入年数や給与等に照らし、特定の者に

ついて不当に差別的なものであってはならない 。）  
年金の支給期間  ５年以上  
選択一時金  年金給付の うち保障期間に相当する部分の現価相当額を限度として一時金選択可能  
脱退一時金  ３年 を超える加入者期間を受給資格要件としてはならない 。  
掛  金  負  担  事業主拠出を原則とし、加入者負担については本人の同意を条件に可能 とする  

積  立  水  準  少な くとも ５年ごとに財政再計算を実施  
給付債務に見合った積立金の積立てを義務付け （継続基準 、非継続基準 ）  

受託者責任  企業年金の管理 ・運営の関わる者について 、加入 者等に対する忠実義務などの責任 を規

定 、利益相反行為の禁止などの行為準則を明確化  

情  報  開  示  
事業主等は 、規 約の内容を従業員に周知 し、掛金納付状況 、財務状況 、資産運営状況等

の事業概況について加入者への情報開示を行 う。  
また 、加入員以外の受給者等に対しても同様の周知に努めなければならない 。  

自  家  運  用  運 用 執 行 理事 を置 くな どの 要 件 を満 た した
場合に可能 （厚生年金基金と同様 ）  不可  

福  祉  施  設  可能  不可  

他制度への移行  規約型 ・基金型相互 、また厚生年金基金との間で制度を移行し、資産の移換が可能 。  
さらに 、確定拠出年金への移行も可能 。  

掛   金  ・事業主拠出  ：  金額損金算入  
・加入者負担  ：  生命保険料控除 （年 ５万円限度 ）  

積立金  加入者負担分を除いた部分に １ .１７３％ （国税 １％ 、地方税 ０ .１７３％ ）の 特別法人税 (※ )を
課税。  

税
制
上
の
取
扱
い 

給付金  
(老齢給付
金の場合 ) 

・年   金  ：  加入者負担分を除き雑所得課税 （公的年金等控除 ）  
・一時金  ：  加入者負担分を除き退職所得課税  

（※ ）特 別法人税については 、平成 16 年度末 まで課税が停止されている。  

 
 



 Yoshihara 68

規約型の概念図

企 業

受給権者

事 業 主

労働組合
（又は過半数を

代表する者）

年金規約

信
託
会
社
・
生
命
保
険
会
社
等

信託契約 ・保険契約等

掛 金

支払指図

給 付

請

求

裁

定
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基金型の概念図

企 業 基 金

事 業 主

労働組合
（又は過半数を

代表する者）

基金設立の合意

執行機関

（理事長・理事・監事）

代議員会

年金規約

受給権者

掛 金

請 求

裁 定

裁 定

信
託
会
社
・
生
命
保
険
会
社
等

契 約
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確定給付企業年金法における受託者責任

＜規約型企業年金＞

義務の負担者  義務の相手  義務の概要  責任の概要  

事  業  主  

●法令、厚生労働大臣の  
  処分および規約の遵守  
 
●加入者等のための忠実  
  な業務遂行  

行政処分  

資産管理運用機関  

加入者等  
●法令および資産管理運  
用契約の遵守  

 
●加入者等のための忠実  
  な業務遂行  

法令上の規定  
なし  

 

義務の負担者  義務の相手  義務の概要  責任の概要  

基金の理事  

●法令、厚生労働大臣の  
  処分、規約および代議員  
  会の議決の遵守  
●基金のための忠実な業  
務遂行  

●行政処分  
●基金に対する損害  
賠償の連帯責任  
 

基金資産運用機関  
（自家運用の取引  
相手方を含む）  

基  金  
●法令および資産管理運  
用契約の遵守  

 
●加入者等のための忠実  
  な業務遂行  

法令上の規定  
なし  

 

＜基金型企業年金＞
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確定給付企業年金制度の現状

○承認 ・認可状況 （平成16年11月1日現在 ８１１件 ） （ 注1 ）

◇ 新規導入 ４５件

◇ 適格退職年金からの移行 ２３５件

◇ 厚生年金基金からの移行 ４４７件

◇ 適年 ・厚年基金の双方からの移行 ６４件

◇ 確定給付企業年金の合併 ・分割 ２０件

（ うち、同時に適年からも移行 ６件）

（内訳）

① 形態

・規約型 ４００件

・ 基金型 ４１１件

②給付

・キャッシュバランスプラン ２９７件 （ 注2 ）
（うち規約型 １５２件、基金型 １４５件）

・ その他 （伝統的な確定給付型） ５１４件

（注1 ） 承認 ・認可数は合併 ・ 統合後の実存数 （実際の承認 ・認可数は ８２９件）
（ 注2 ） キャッシュバランスプランの件数については、いわゆるキャッシュバランスプラン類似制度や、キャッシュ
バランスプランと伝統的な確定給付型との組合せも含む。
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確定拠出年金制度の概要

Ⅰ 確定拠出年金制度のしくみ

確定拠出型の年金とは、拠出された掛金が個人ごとに明確に区分され、将来の年

金給付のための資産として確定し、運用が個人の指図により行われ、掛金とその運

用収益との合計額をもとに給付額が決定される年金である。これに対し、厚生年金基

金や確定給付企業年金は、加入した期間や給与等に基づいて予め給付額が定めら

れ、資産運用はまとめて行われる仕組みとなっており、確定給付型の年金と呼ばれて

いる。

確定給付型の企業年金は、公的年金を補完するものとして広く普及・定着している

が、少子高齢化の進展、高齢期の生活の需要の多様化、雇用の流動化といった近年

の社会経済情勢の変化により十分に対応し、 もって老後の生活への備えを一層安定

したものとするため、従来の制度に加え、新たな選択肢として、自己責任を原則とす

る確定拠出型の年金である「確定拠出年金制度」が導入された。

また、確定拠出型の年金は、確定給付型の企業年金と異なり、中小企業にとって

導入が容易であるほか、個人ごとの持ち分が明確なため、転職等による年金資産の

移換（ポータビリティー）に対応することができる。
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Ⅱ 確定拠出年金法 （平成13年法律第88号）の概要

１ 確定拠出年金とその必要性

○ 確定拠出年金は、拠出された掛金が個人ごとに明確に区分され、掛金とその運用収益との合

計額をもとに給付額が決定される年金。

○ 現行の企業年金等は、給付額が約束されるという特徴があるが、一方、以下のような問題点

があり、公的年金に上乗せされる部分における新たな選択肢として、確定拠出年金を導入する

ことが必要。

（1） 現行の企業年金等は中小企業や自営業者に十分普及していない。
（2） 転職時の年金の移換スキームが十分確保されていない面がある。

２ 制度の概要

○ 本制度は、加入者自らが運用指図を行う等自己責任に基づくもの。

（1） 対象者 （ 制度に加入できる者 ） 及び拠出限度額
①企業型年金（ 企業拠出のみ ） ・ ・ ・ ・ 企業の従業員

②個人型年金（ 加入者拠出のみ ） ・ ・ ・ 自営業者等及び企業の支援のない企業の従業員

③年齢は６０歳未満の者

④企業又は加入者は、拠出限度額の範囲内で掛金を拠出。
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（2） 運用
①加入者が運用指図を行う。

②運用商品は、預貯金、公社債、投資信託、株式、信託、保険商品等。

③ ３つ以上の商品を選択肢として提示するなどの基準を設定。

（3） 転職の場合の年金資産の移換
①資産残高 （掛金と運用収益の合計額 ） は個々の加入者ごとに記録管理。

②加入者が転職した場合には、転職先の年度に年金資金を移換。

（4） 給付
①給付の種類は老齢給付金、障害給付金、死亡一時金であり、老齢給付金、障害給付金は

年金又は一時金として受給できる。

②制度に加入し得ない者となったときは、拠出年数が３年以下である場合に、脱退一時金を

受給できる。

③老齢給付金については、最初の拠出から10年以上経過している場合は60歳から受給可。
10年経過していない場合も、遅くとも65歳から受給可。

（5） 加入者保護
○企業など制度関係者の忠実義務や行為準則等を定め、加入者保護を図る。

（6） 税制
①拠出段階 加入者の拠出は所得控除、企業は拠出は損金算入。

②運用段階 年金資産に特別法人税を課税 （平成16年度 （2004年度） まで凍結 ）。
③給付段階 年金の場合は公的年金等控除を適用。一時金の場合は退職所得税を適用。

３ 施行

○平成13年 （2001年） 10月1日から施行。
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＜確定拠出年金の対象者 ・拠出限度額と既存の年金制度との関係＞

自営業者等
企業年金のない

企業の従業員

他の企業年金を

実施していない

場合

他の企業年金を

実施している場

合

拠出限度額

月額６万８千円

（年額81万6千
円）国

民

年
金

基

金

拠出限度額

月額１万５千円

（年額18万円）

拠出限度額

月額３万６千円

（年額43万2千円）

拠出限度額

月額１万８千円

（年額21万6千円）

厚生年金基金

適格退職年金

私学共済等

国共済

地共済

厚生年金保険 ・共済年金

国 民 年 金 （基 礎 年 金 ）

個人型年金 企業型年金

（個人拠出のみ） （企業拠出のみ）

３
階

２
階

１
階

被用者の
被扶養配偶者
（第３号被保険者）

自営業者など
（第１号被保険者）

被用者（サラリーマン）
（第２号被保険者）
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＜企業型年金のイメージ図＞

・労使協定によ

る確定拠出年

金規約の設定

・拠出限度額の

管理

事業主

企 業

従業員 Ａ

従業員 Ｂ

従業員 Ｃ

従業員

受給権者

運営管理機関

事業主の委託を受

け次の業務を行う

・運用指図取まとめ

・記録管理

データベース

・運用方法の指示

・運用商品に係る

情報提供 等
給付申請

給付決定

給 付

拠 出 （企業拠出のみ）

選 任

選 任

個別の

運用指図 運用指図

給付支払指示

資産管理機関

預金契約等

預金契約等

売買契約等

保険契約等

貯金契約等

貯金契約等

生命保険会社

損害保険会社

銀 行

信用金庫等

証券会社

農 協

郵便局

・
・
・
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＜個人型年金のイメージ図＞

受給権者

給付申請

給付決定

給 付

運用指図

給付支払指示

預金契約等

預金契約等

売買契約等

保険契約等

貯金契約等

貯金契約等

銀 行

信用金庫等

証券会社

農 協

郵便局

生命保険会社

損害保険会社

国民年金基金連合会

・確定拠出年金規約の設定

・拠出限度額の管理

・国民年金保険料の納付チェック

事

務

委

託

先

金

融

機

関

・
・
・

運営管理機関

・運用指図取まとめ

・記録管理

・運用方法の指示 等

Ａ運営管理機関

Ｂ運営管理機関

Ｃ運営管理機関

（５の運用商品）

（１０の運用商品）

（８の運用商品）

複数の運営管理機関の
中から加入者が選択

・
・
・

企 業

事業主

従業員 Ａ

従業員Ｂ

給与天引
（原則）

自営業者等

自営業者等

個別の

運用指図

選 任

運用指図

運用指図

加入申込み ・拠出

（個人拠出のみ ）
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１ 確定拠出年金の実施状況

20 件 30 件
81 件
134 件
185 件

380 件

455 件

562 件

664 件

959 件

868 件

250 件

1,068 件

95 人 858 人

3,173 人

7,289 人

10,919 人

15,082 人

19,089 人

22,566 人

25,601 人

30,221 人

33,569 人

35,711 人

0 件

100 件

200 件

300 件

400 件

500 件

600 件

700 件

800 件

900 件

1,000 件

1,100 件

13年11月 12月 14年1月 4月 7月 10月 15年1月 4月 7月 10月 16年1月 4月 7月 9月

0 人

3,000 人

6,000 人

9,000 人

12,000 人

15,000 人

18,000 人

21,000 人

24,000 人

27,000 人

30,000 人

33,000 人

36,000 人

39,000 人

42,000 人

45,000 人

企業型年金承認企業数累計

個人型年金加入者数累計

企業型年金承認規約数 個人型年金加入者数

（参考 ） 加入者数

○企業型年金加入者数 約１，０１２千人 （平成16年8月）
○個人型年金加入者数 ３５，７１１人 （ 平成16年9月）

内訳 第１号被保険者 １６，３０６人

第２号被保険者 １９，４０５人

平成16年9月30日現在
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キャッシュバランスプラン

１ 概要

○キャッシュバランスプラン （ 確定給付型の一種 ）

→確定給付型と確定拠出型双方の特長を併せ持つプラン（ ハイブリッド型 ）で、アメリカで

普及しているもの。

○具体的な仕組み

・資産は一括運用され、運用リスクは事業主が負担。

・ 給付額は、加入者であった期間のうち規約で定める期間ごとの各期間につき、定額又は給与

の額、ポイント等に一定の割合を乗ずる方法により算定したものの再評価を行い、その累計

額（年金原資）を年金換算して算定。

・ 再評価に用いる率としては、国債利回り等（※）が用いられる。

※国債利回りのほか、定率、全国消費者物価指数、賃金指数といった客観的な指標及びそ

れらの組合せも用いることができる（ 上下限を定めることも可 ）。

○特長 （ メリット ）

・ 事業主にとっては、給付に責任を持ちつつ経済環境の変化に対し柔軟な対応が可能となる。

・ 加入者にとっても、財政の安定が図られるとともに、国債利回り等の客観的指数を通じた給付

水準が確保され、過去期間分の原資も明確になる。
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キャッシュバランスプランのイメージ

（給与 × α％）

国債利回りの実績値

国債利回りの実績値に基づき

年金原資が定まる

（運用リスクは事業主負担）

年金または

一 時 金

支給時

年

金

原

資
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企業年金のこれからのすがたはどのようなものになるか

―選択肢が増えた中で―

１ 公的年金、企業年金、私的年金の役割分担をどう考えるか

公的年金 企業年金 私的年金

× 大 大 大

× 中 大 大

○ 中 中 中

○ 中 小 中

× 小 小 小
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２ 厚生年金基金、確定給付、確定拠出のどのタイプの年金が中心になるか

厚生年金基金 確定給付 確定拠出 組合せ

△ ○ ○ ◎

３ 掛金及び給付の水準をどのように決めるか

上記を決める要素

１ 経済の動向や雇用形態の変化（グローバルな雇用の流動化）

２ 企業が従業員の老後（退職後）の生活についてどこまで責任を負うべきと考えるか。

３ 企業年金が優秀な人材の確保にどの程度の効果があると考えるか。

４ 企業の収益、利益をどの程度企業年金に配分できると考えるか。あるいは企業年金

を必要なコストと考えるか。企業経営の中での企業年金の位置付け。


